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１．総論



41-1 地球環境の変化

異常気象

人口爆発、大量生産・消費・廃棄

地球環境の変化が
近年顕現化

生物多様性の損失

写真左上：日本赤十字社 https://www.jrc.or.jp/international/news/2022/0906_028257.html
写真右：環境省 https://www.env.go.jp/policy/hakusyo/r02/html/hj20010103.html
写真下：JICA https://www.jica.go.jp/oda/project/PE-P41/index.html



51-2 プラスチック問題と地球環境の関わり

気候変動資源循環 自然共生

地球温暖化・
異常気象

資源枯渇・
埋立地問題

生息地汚染

プラスチック問題が横断的に関わっている

廃棄による処理圧迫生産・焼却に伴うCO2排出 海洋流出

写真中央：JICA https://www.jica.go.jp/oda/project/PE-P41/index.html

大量生産・消費・廃棄 温室効果ガスの排出 不法投棄・排出



61-3 プラスチック問題へのアプローチ

特定の国だけではなく、世界の
あらゆる主体が一体となって
プラ対策に取り組むことが重要！

各国のプラスチックは「地球」で繋がっている

CO2は大気を通じて、海洋プラスチックは
海を通じて地球規模の問題となってしまう

図：海上保安庁海洋情報部 https://www1.kaiho.mlit.go.jp/KAN8/sv/teach/kaisyo/stream5.html



7プラスチック問題へのアプローチ

WS-Cの研究アプローチ

地元仙台市から県、国、そしてベトナムまで足を運び各主体の課題を調査

仙台市 宮城県 中央省庁 ベトナム

国内・国際の両視点からプラスチック問題を俯瞰し、研究調査
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２．活動記録



２．活動記録

2-1 これまでの活動

2-2 国内調査
-せんだいリブート（8/5）
-エコフェスタ（9/3）
-深沼ビーチクリーン（10/8）
-せんだいゼロカーボン市民会議
（10月～12月 全5回参加）

2-3 ベトナム現地調査



102-1 これまでの活動

月 活動内容

4月 • 文献調査
• 仙台市 葛岡工場(焼却処理施設)
• 葛岡リサイクルプラザ
• 仙台市 環境局廃棄物企画課
• J＆T環境(株)(仙台市のプラスチックリサイクル施設)

5月

6月 • 環境省 東北地方環境事務所 資源循環課
• 宮城県 環境生活部循環型社会推進課 リサイクル推進班
• 環境省 リサイクル推進室・循環型社会推進室
海洋プラスチック汚染対策室・海洋環境室 各室長

• 環境省地球環境審議官にも表敬

• 文献調査



11これまでの活動

月 活動内容

7月

8月 • せんだいリブート
• 石巻市 市民生活部廃棄物対策課循環型推進係

9月 • エコフェスタ２０２３
• 名取市 クリーン対策課
• 亘理名取共立衛生処理組合
• 東北大学環境科学研究科 松八重教授
• JICA東北事務所
• 南三陸町 環境対策課廃棄物対策係
• 気仙沼市 生活環境課
• 尼崎市 経済環境局環境環境創造課
• 世田谷区 清掃・リサイクル部事業課

• 中間報告会



12これまでの活動
月 活動内容

10月 • 深沼ビーチクリーン
• 仙台市 環境局廃棄物企画課・家庭ごみ減量課減量推進係
• 岩手県 生活環境部 資源循環推進課
• せんだいゼロカーボン市民会議

11月 • ベトナム現地調査
• 環境省 東北地方環境事務所
• 仙台市 環境局廃棄物企画課・家庭ごみ減量課減量推進係
• 宮城県 環境生活部循環型社会推進課 リサイクル推進班
• 宮城県 行政経営推進課
• せんだいゼロカーボン市民会議
• 仙台市太白区役所 区民部総務課区政推進係

12月 • 石巻市 市民生活部廃棄物対策課循環型推進係
• 環境省 循環型社会推進室・海洋プラスチック汚染対策室
• せんだいゼロカーボン市民会議



132-2 国内調査 せんだいリブート(8/5)
市民協働による環境問題への取組×プラスチック資源循環の取組を共有
(海ごみ部、漁網部、雑がみ部、コンポスト部、古着道場入門 他)

写真：仙台市 https://www.gomi100.com/articles/plastic/7558

海洋プラスチックから
ストラップを作成する
ワークショップも！

当日トークセッションの様子
郡市長も参加！



14エコフェスタ２０２３(9/3)

WSC室のごみ箱で大活躍！

エコで楽しい企画の数々！

〇未来の地球環境に
向け、楽しみながら
考える

〇ごみの減量・
リサイクルへの理解

写真：WS-C撮影



15深沼ビーチクリーン (10/8)

f

牡蠣養殖に使われる、
プラスチック製のパイプ(豆管)も散見！

〇毎月第2日曜日 10:30-11:30
〇ごみ拾いによって深沼海水浴場を美化、
環境保全とともに人々を呼び寄せる。

写真：WS-C撮影



16せんだいゼロカーボン市民会議(全5回開催)

「脱炭素に向けてに向けてひとりひとりができること」
「行動を広めていくための方法」について皆で話し合う

①9/30 ②10/15 ③11/26 ④12/10 ⑤1/21

地球温暖化の
背景と対策に
ついて講義

☆家の中での脱炭素
☆人・モノの移動での脱炭素
☆外出先での脱炭素
についてチームで話し合い

取組・提案の
共有

“ミニ仙台市”
を作って議論！

①9/30 ②１0/15 ③11/26 ④12/10 ⑤1/21

写真：仙台市 https://www.city.sendai.jp/ondanka/zerocarbon_shiminkaigi.html



172-3 ベトナム現地調査の様子 11/5～11/9

朝夕ラッシュ時に無数のバイクが行き交う様子

訪問先

11/6
在ベトナム大使館
プラスチック村(Xa Cau村)

11/7
ハロン湾現地調査

11/8
MONRE(ベトナム天然資源環境省)

ASEAN諸国の中でも人口増加率・
経済成長率が高い！

写真：WS-C撮影



18ベトナム現地調査の様子

集積・保管される
ごみの様子

ハロン湾ではプラスチック類持込禁止の看板も散見!

有価物を集める
ジャンクバイヤー

写真：WS-C撮影



19ベトナム現地調査の様子(ヒアリング)

在ベトナム大使館にて
ベトナムの環境政策等について意見交換！

現地で廃棄物・環境対策の協力
に携わる専門家の方とも意見交換！

写真：WS-C撮影



20ベトナム現地調査の様子(Xa Cau村)

近隣河川への
流出も懸念

選別されたプラスチックが
敷地内一面に高く集積

写真：WS-C撮影
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３．政策提言



プラスチック問題

WS-C政策提言の全体像
３－１ プラスチック資源循環

３－２ 海洋プラスチック汚染対策

３－３ 国際協力

22



23

3-1-1 リサイクル
〇背景・現状
〇政策提言

  ①ナッジを活用した実証事業
②一括回収自治体リストの作成公表
③事業者誘致に向けた広報拡充(県)
④事業者誘致に向けた広報拡充(市)
⑤各主体の情報共有体制構築
⑥分別表示徹底に向けた町内会との連携

3-1-2 ２Ｒ(ﾘﾃﾞｭｰｽ･ﾘﾕｰｽ)

〇背景・現状
〇政策提言
⑦給水スポットの広報実施、
設置促進

 ⑧リサイクルプラザの
  新運用方法導入

3-1 プラスチック資源循環



3-1-1 リサイクル
 〇背景・現状
〇政策提言
 ①ナッジを活用した実証事業
②一括回収自治体リストの作成公表
③事業者誘致に向けた広報拡充(県)
④事業者誘致に向けた広報拡充(市)
⑤各主体の情報共有体制構築
⑥分別表示徹底に向けた町内会との連携



25プラスチック資源循環促進法

図：環境省 https://www.3r-suishinkyogikai.jp/data/event/R03RR2.pdf を基にWSC作成

2022年4月施行

プラスチック資源循環体制の一層の強化

☞国・都道府県・市町村・事業者・市民 各主体で協力

・従来の容器包装プラに
加えて製品プラの
一括回収

【製品プラスチック】

+

🈟

排出・回収
再商品化

販売・提供設計・製造

(市民・市区町村)(事業者)(事業者)



26市区町村の分別収集・再商品化

容器包装リサイクル法に規定された指定法人に委託する方法(指定法人ルート)

認定再商品化計画に基づく方法(大臣認定ルート)

図：環境省 https://www.3r-suishinkyogikai.jp/data/event/R03RR2.pdf

一体化・合理化

指定法人

選別

選別

再商品化事業者

仙台市が
全国初！



27仙台市プラスチックごみ回収・リサイクル

プラスチックの一括回収＆再商品化

私たちが排出したプラスチックは、
物流パレット、ごみ袋等に！

写真：仙台市 https://www.city.sendai.jp/sesakukoho/gaiyo/shichoshitsu/kaiken/2023/08/29recycle2.htmlｓ



28プラ一括回収・再商品化の現状

プラ一括回収・再商品化のメリット例

・焼却等している製品の再商品化により
プラ資源循環の推進・CO2排出量削減

・大臣認定ルートを採択する自治体側
の処理コストの削減が期待

国・県・市区町村・住民・事業者など、プラスチック一括回収・再商品化
各主体に関わる課題がある

施策の一層の深化と資源循環体制の強化に向けて、課題に対する政策提言を行う

一方で

複数市区町村での連携
は更なるCO2、コストの

削減が期待！
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課題抽出 解決策

〇住民のプラスチック資源の分別が不十分

鉄や生ごみ、缶等
がプラ資源に混入
⇒工程に悪影響

・令和４年度の仙台市全体の家庭ごみには、
  容器包装プラが約１０％混入
・プラ一括回収に係る実証事業では、特に
「残渣の程度」「金属部品等が入ったプラ製品」
の判別が難しかったという住民の意見

写真：WS-C撮影

仙台市 名取市他

市民のプラ資源の分別意識を
高める新たな政策が必要！

一方で

・プラ資源分別の普及啓発に
  係る予算には限りがある

・科学的根拠に基づいた政策
  を行う必要性(EBPMの潮流)

「限られた予算・資源の中で」、
「効果的な」政策のニーズ



課題抽出 解決策

行動科学の知見（行動インサイト）の活用により、「人々が社会や自分自身にとって
より良い選択を自発的に取れるように手助けする政策手法」

ナッジとは

①EBPMとの親和性が高い。
財政的負担が少ない。

採用した理由

①科学的根拠に基づく政策をデザインできる
・人々の行動に関する科学的知見に基づいた理論のため、根拠ある施策の
  デザインと頑健な政策効果検証が可能に(EBPMとの親和性)
②政策に係るコスパが良い
・経済的インセンティブに依存せず人々に影響を与える取組でコスパが良い
③宮城県はナッジ先進地域
・宮城県行動デザインチームや南三陸町等、ナッジを先進的に政策導入してきた
 自治体が近隣に存在

【提言①】ナッジを活用したプラ資源分別促進実証事業を仙台市で実施
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仙台市

消費者庁と楽天が実施したナッジを活用した
食品ロス削減の実証事業に参画

ナッジを活用した生ごみ分別促進実証事業を
実施⇒環境省ベストナッジ賞を2度受賞！

宮城はナッジ先進地域！

ナッジに関する情報共有や連携がしやすい

図：自治体ナッジシェア https://nudge-share.jp/
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自治体ナッジユニット一覧

南三陸町

宮城県

宮城県行動デザインチームが中心となり、庁内
での実証実験、内外職員への研修を実施

注：ナッジユニット＝ナッジの活用を推進する組織
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課題抽出 解決策

【提言①】ナッジを活用したプラ資源分別促進実証事業を仙台市で実施

プラを分別しないことに
よる損失を強調
「損失回避」傾向活用

実証から明らかになった
分別の分かりづらい点を
抽出して端的に表記
「選択肢過多」効果回避

ポスター：仙台市HP等参考にWSC作成

結果分析手法

実証エリアでの家庭ごみ内の
プラ資源混入率、もしくはプラ
資源回収量の前後比較検証

掲載場所：ごみ袋販売場所・ごみ集積所
⇒市民がごみについて最も意識する場所

注：約７０００万＝仙台市全体の家庭ごみ総量(18.2万ｔ)×資源混入率(42％)×1ℓあたりの家庭ごみ袋料(0.9円)

WSC試作！



課題抽出 解決策

プラスチック一括回収を行っている
自治体をまとめたリストが作成・公表
されていない

行政職員や関連事業者が、現行自治体
の確認をする際に実務上のコストがある

別公表

容器包装リサイクル協会による開示 環境省、プラ新法HP等による開示

容器包装リサイクル協会を通じた
「指定法人ルート」を採択し、プラ
一括回収を行っている自治体

環境大臣及び経済産業大臣より
再商品化計画の認定を受け
「認定ルート」でプラ一括回収を
行っている自治体

〇プラ一括回収を行っている自治体をまとめたリストが作成・公表されていない

33

現状



内容：現在プラスチック一括回収を行っている
  自治体を採択ルート等と共にリスト化

(キャッチーなデザインで)

提供手法：プラ資源循環促進法のHP等に公表

・関係する行政職員の実務コスト解消
・国民の新規制度への理解やプラスチック問題へ 
  の意識を向上

未表明自治体に検討を促進！

【提言②】プラスチック一括回収実施自治体をまとめたリストの作成・公表

図：環境省 https://www.env.go.jp/content/000168995.pdf
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期待される効果



課題抽出 解決策

WSCで実際に作成!

35

【提言②】プラスチック一括回収実施自治体をまとめたリストの作成・公表



・県内でリサイクルを委託する方が運搬に係るコストや
CO2排出量が少ない

・県内・市内でのプラ資源循環、及びリサイクル先の  
  「見える化」が住民の分別意識にも好影響

分別したプラ
ごみが身近に
役立っている！

現状課題

【仙台市の例】

〇宮城県内にプラスチック資源循環に関わる事業者が少ない

・県内に関連事業者が少ない
  ことによるマッチングの難しさ
・実施コストの増加

県内でプラスチックの再商品化
に取り組む市区町村が増えない

写真：仙台市 https://www.city.sendai.jp/sesakukoho/gaiyo/shichoshitsu/kaiken/2023/08/29recycle2.htmlｓ
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プラ資源の県内循環のメリット



プラ新法における県の役割

市区町村がその責務(プラ使用製品廃棄物
の分別収集、再商品化)を果たすための技術
的援助その他プラ資源循環促進に必要な
措置を講じる

県内にプラ資源循環に係る事業者の
誘致を効果的に行う必要性がある

宮城県はプラ一括回収に取り組む自治体
が多い (検討中自治体も複数)

安定的な量の
プラ資源を
確保できる
良い地域だな

事業者

【提言③】県内にプラ資源循環関連の事業者を誘致するような広報の拡充

図：WSC作成
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宮城県が
「プラリサイクル先進県」
であることの普及啓発

関連事業者が利用可能な
補助制度を合わせて紹介

県のHPやチラシ等の広報

【提言③】県内にプラ資源循環関連の事業者を誘致するような広報の拡充

現状

【制度例】みやぎ企業立地奨励金制度
宮城県企業立地資金貸付制度

プラリサイクル関連情報と
事業者誘致関連情報を
別で紹介

県内のプラ一括回収
自治体リストも活用
できるか

図：WSC作成
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事業者は、

スタートアップ補助金、まちづくり活動助成事業金

 などを活用

課題抽出 解決策

〇事業者との連携に向けた啓発の一層強化の必要性

39

資源循環分野
の事業者も、
支援を活用
できる！◎

写真：WS-C撮影



課題抽出 解決策

「市民・事業者がごみ減量・リサイクルの
推進に取り組みやすい仕組みを構築します。」

【事業者との取組】

仙台市一般廃棄物処理基本計画 計画期間
令和3年度(2021年)～令和12年度(2030年)
令和7年度(2025年)中間見直し予定

写真：仙台市 https://www.city.sendai.jp/kikakukehatsu/documents/ippaikeikaku21-30.pdf
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今後の計画にて記載内容を充実し、
一層の事業者誘致に繋げる必要性

〇事業者との連携に向けた啓発の一層強化の必要性



課題抽出 解決策

実施計画にて具体的な事業内容記載
☞資源循環分野補助金制度創設への一助へ

【提言④】 プラ資源循環関連事業者の誘致・支援に関する広報充実

• 「資源循環に関わる事業者の立地促進に向け、
 各種補助金の効果的な周知広報に取り組みます」

• 「新事業創出やまちづくり活動に対する支援制度等を通じて、
資源循環に関わる事業者の拡大に取り組みます」

（例）岩手県海岸漂着物対策推進地域計画
では、コラムで事業者の取組が掲載

写真：岩手県
https://www.pref.iwate.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/062/952/2ndkeikakuhonbun.pdf

41

基本計画にて



課題抽出 解決策

大臣認定ルートは市民の意識向上
の面からも利点有

複数市町村・組合連携で
再商品化を行うと利点有

新規事業者参入の可能性有

事業実施に当たっての課題

ルート検討の土台が整っていない

複数市町村・組合間での
再商品化が行われていない

事業者・自治体を繋ぐ場が無く、
域内の事業者が参入する環境が
未整備

〇プラスチック資源循環の全国的な浸透・徹底

事業実施にあたっての課題プラ一括回収再商品化事業の利点

42



【提言⑤】プラ資源の持続可能な利用促進に向けたプラットフォーム構築

課題抽出 解決策

県
事業者

組合

市町村市民

国

県

複数市町村間・組合
• 地域計画内容の差異
• 取組状況の共有・把握

事業者
• 事業者の取組・事例紹介
• 事業者の横の繋がり拡大
• 異業種間の繋がり促進

市町村
• 自治体の取組を共有
• 実証事業の共有

43

必要に応じて
有識者も交えながら、
支援・助言



課題抽出 解決策

写真：仙台市 https://www.city.sendai.jp/haiki-shido/kurashi/machi/genryo/suishinin/documents/06clean_2023.pdf

• ごみ集積所の設置・管理主体は町内会
• 町内会のリーダー役には

 クリーン仙台推進員の存在！

〇集積所の分別表示の更新が徹底されていない

44

ごみを出す瞬間に最もごみに関心を持つ…

⇒一番の啓発ツールは集積所

町内会ごとに、集積所での表示の在り方等
町内会、推進員、仙台市、市民一体で考える！



課題抽出 解決策

写真：WS-C撮影

「容器包装」
の表示のみ！

日々廃棄される資源ごみの中には
分別されずに混入した不純物も多く存在

プラスチック資源循環法
施行前の張り紙が残る

〇集積所の分別表示の更新が徹底されていない
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課題抽出 解決策

【提言⑥】分別表示の徹底に向けた町内会との一層の連携

①各主体が協働して集積所の
問題点・在り方を検討

②メビウス通信や町内会だより、
市政だよりなどへ掲載

【実際にメビウス通信を作成！】

46

環境局からの
お知らせ欄も!

仙台メビウス通信：仙台市HP等参考にWSCバージョン作成



3-1-2 ２Ｒ（リデュース･リユース）
〇背景・現状

 〇政策提言
⑦公共施設における給水スポットの広報実施、

 設置促進
 ⑧リサイクルプラザの新運用方法導入



48２Ｒ(リデュース・リユース)の重要性

図：環境省 https://www.env.go.jp/content/900537469.pdf

【循環型社会形成推進基本法】

優先順位

①リデュース
②リユース
③リサイクル

④熱回収

⑤適正処分

→相対的に市町村でのリデュース・リユースの取組はあまり進んでいない



課題抽出 解決策

【給水スポットとは】
マイボトル等に水を汲むことができる浄水器
使い捨てプラスチックのリデュースの効果も
見込め、全国的に設置が進んでいる

【仙台市の取組】
給水スポットは20箇所以上存在
改修工事等に伴い新設が進む

・WEBページ等での記載なし
・設置場所がわかりにくい

写真：WS-C撮影 太白区役所

〇給水スポットに関する広報が実施されていない

49

仙台市太白区役所



課題抽出 解決策

Before（仙台市太白区役所）

正面入り口真横に新設 利用効果記載で利用促進

After（高松市役所、川崎市）

〇認知度・視認性を高くする工夫（WEBページ、ポスター掲示、設置場所の工夫等）
〇公共施設におけるマイボトル対応型給水スポットの設置促進

写真左：WS-C撮影
写真中央：2023/6/19KSB記事 https://news.ksb.co.jp/article/14935923
写真右：2022/7/15タウンニュース記事 https://www.townnews.co.jp/0202/2022/07/15/633693.html

【提言⑦】公共施設における給水スポットの広報実施、設置促進

50



課題抽出 解決策

公共施設に設置されている給水スポットのマップ（試作）

図：WS-C作成（Google Mapを使用）

51

WSCで実際に作成!



課題抽出 解決策

特に若者の利用者が少ない
→若者に対する広報不足と利便性の低さ

写真：WS-C撮影

【リサイクルプラザとは】
市民からリユースするために持ち込まれた家具・
家電製品等の中から、まだ使えるものを補修して
展示し、希望者に原則抽選(抽選頒布方式)で
提供している機能も備えた施設

〇リサイクルプラザの若い利用者・持ち込み数の減少

52

葛岡リサイクルプラザ



【展示品の掲載】
ウェブページに限定的な
掲載のみ

【展示品の引き渡し】
・原則抽選(抽選頒布方式)
・無料

リサイクルプラザの現状

53

課題抽出

【提言⑧】リサイクルプラザの新たな運用方法の導入

解決策

フリマアプリでも掲載実施
→特に若者の利便性、認知度向上

・その場で展示品を配布(即売方式)
→利用者の利便性向上
・有料又は無料

新たな運用方法



543-2 海洋プラスチック汚染対策

3-2-1 発生抑制
 〇背景・現状

     〇政策提言
 ⑨海プラの観点を含めた散乱ごみ対策

3-2-2 漂着物対策
 〇背景・現状
 〇政策提言

 ⑩宮城県海岸漂着物処理推進協議会設置
 ⑪県地域計画の発生抑制事例の充実



3-2-1 発生抑制
 〇背景・現状
〇政策提言
 ⑨海プラの観点を含めた散乱ごみ対策



56海洋プラスチックごみ対策アクションプラン

G20大阪サミット(2019年6月)において率先的な姿勢をアピールし、議論をリードする
ため日本の具体的取組を策定

【主な対策分野】

プラスチックごみの回収・適正処理を徹底
(資源循環の促進)
意図的/非意図的な海洋流出を防止

環境中に排出されたごみは
陸域・海域で回収

＋日本の知見・経験・技術を活かし途上国等における流出防止に貢献
世界的な海プラ対策のために実態把握・科学的知見を充実

「新たな汚染を生み出さない世界」
の実現

環境省 報道発表資料「海洋プラスチックごみ対策アクションプラン」の策定について https://www.env.go.jp/press/106865.html

https://www.env.go.jp/press/106865.html


57内陸・河川から海洋へ流出するプラスチック

図：環境省 https://www.env.go.jp/content/900527998.pdf を基にWSC作成

内陸から海岸に
かけて対策を行う
ことが不可欠

・海洋ごみ発生抑制
・漂着物等対策



課題抽出 解決策

写真左：仙台市 http://www.tamaki3.jp/salon/delivery/pdf/2023/C03.pdf
写真右：仙台市 https://www.city.sendai.jp/haiki-shido/kurashi/machi

  /kankyohozen/machibika/campaign/2023haru.html

せんだい環境学習講座

【仙台市の取組】

散乱ごみ対策は、市民の自発性を重視し、普及啓発・調査等

みんなでまちをきれいにしようキャンペーン

〇散乱ごみと海洋プラスチックの関係性についての市の広報が不十分
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課題抽出 解決策

WEBページ、収集ステーション等のポスター・看板等に散乱ごみが

海洋プラスチック汚染の一因となっていることをさらに盛り込む

写真：岐阜市 https://www.city.gifu.lg.jp/kurashi/seikatukankyo/1002916/1012050.

【提言⑨】海洋プラスチック対策の観点をより盛り込んだ広報拡充

【広報事例】
岐阜市
まちを美しくする条例
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3-2-2 漂着物対策
 〇背景・現状
〇政策提言
 ⑩宮城県海岸漂着物処理推進協議会設置
 ⑪県地域計画の発生抑制事例の充実



61海岸漂着物処理推進法
「美しく豊かな自然を保護するための海岸における良好な景観及び環境の保全に係る
海岸漂着物等の処理等の推進に関する法律」

2009年7月：公布・施行
2010年3月：「海岸漂着物対策を総合的かつ効果的に推進するための基本的な方針」
2018年6月：マイクロプラスチック(MP)対策、漂流・海底ごみの追加

【MP対策】

海岸漂着物対策は、MPが海洋環境に影響を及ぼす恐れがあること及びその処理が
困難なこと等に鑑み、十分配慮されたものでなければならない。(第6条2項)

事業者
MPの使用抑制や
廃プラスチック類の排出抑制に
努める

政府
MP抑制施策に関して検討、
必要な措置を講ずる

環境省HP 「海岸漂着物処理推進法関係」 https://www.env.go.jp/water/marine_litter/law.html

2009年7月施行

https://www.env.go.jp/water/marine_litter/law.html


62都道府県海岸漂着物対策地域計画

地域計画策定状況(令和2年度)
(※群馬県は令和5年度に策定済)

海岸漂着物処理推進法第14条

都道府県は、海岸漂着物対策を総合的かつ効果的に推進
するため必要があると認めるときは ～(中略)～
「地域計画」を作成するものとする。

〇地域計画に必要な事項

①海岸漂着物対策を重点的に推進する区域と内容

②関係者の役割分担及び相互協力に関する事項

③海岸漂着物対策の実施に当たって配慮するべき事項
その他海岸漂着物対策の推進に関し必要な事項

環境省HP 「海岸漂着物処理推進法関係」(https://www.env.go.jp/water/marine_litter/law.html )

https://www.env.go.jp/water/marine_litter/law.html


課題抽出 解決策

市の取り組みの
広報活動が頭打ち…

宮城県内の施策が
不透明で把握できて
いない…

リサイクル体制の構築に比べ、
海洋プラスチック
汚染対策は進まない…

海岸漂着物処理推進法 基本理念
〇総合的な海岸環境の保全・再生
〇責任の明確化と円滑な処理の推進
〇3R推進等による海岸漂着物の発生抑制
〇多様な主体の適切な役割分担と連携の確保

...etc

〇県内各主体の情報共有不足
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課題抽出 解決策

海岸漂着物処理推進法 第15条第1項
都道府県は、次項の事務を行うため、単独で又は共同して、都道府県のほか、
住民及び民間の団体並びに関係する行政機関及び地方公共団体からなる海岸漂着物
対策推進協議会を組織することができる。

【メリット】
〇多角的視点から実効性の高い地域計画を策定
〇県内の優良事例を幅広い立場の人々に共有
〇地域計画の進捗をコンスタントに確認できる
⇒よりPDCAサイクルに基づいた海岸漂着物対策が可能に

〇内陸地域と沿岸地域の連携強化
【想定参画主体】
宮城県、沿岸・内陸市町村、研究者、県民、県内学生etc…

【提言⑩】 宮城県海岸漂着物対策推進協議会(仮称)の設置
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課題抽出 解決策

平成24年3月策定
平成28年3月改定
令和  3年3月改定 モニタリング調査結果の追加等

【概要】

目的 ： 宮城県における海岸漂着物対策を総合的かつ効果的に
  推進し、もって宮城県における海岸の良好な景観及び
  環境を保全し、現在及び将来の県民の生活と生産活動
を支えるための環境を整備する

構成 ： 1.基本事項、2.地域概況・海岸の状況、3.対策の状況、
    4.現状の課題、5.本地域計画の概要

宮城県海岸漂着物対策地域計画

引用：宮城県 https://www.pref.miyagi.jp/documents/12097/844360_1.pdf

〇海洋ごみの発生抑制のための内陸部を含めた啓発・取組の必要性
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課題抽出 解決策

【提言⑪】次回県地域計画の改定に内陸部での対策事例を盛り込む

海洋ごみ問題に関する
環境教育の事例を掲載

【想定例】

河川での清掃ボランティア
活動事例を掲載

内陸地域での
海洋ごみ
発生抑制
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3-3  国際協力
   〇背景・現状

〇政策提言
 ⑫途上国の対策の為の情報提供・技術協力

 ⑬自治体の知見・教訓の国際発信・支援
 ⑭在留外国人への環境教育プログラム実施



68

第5回国連環境総会再開セッション(2022年開催)においてプラスチック汚染対策に
関する法的拘束力のある国際文書を議論するINCの立ち上げ

政府間交渉委員会 (Intergovernmental Negotiating Committee )

INC1
@ウルグアイ

2022年11/28～12/2

・各国のステートメントが公表
日本⇒循環利用の促進などを強調

INC2
@フランス

2023年5/29～6/2

・小野地球環境審議官がアジア太平洋
 地域の理事に選任、議論をリード
・目的と中心義務、実施手段を議論
・条約の素案(ゼロドラフト)作成決定

「プラスチック汚染を終わらせる」
【これまでの経緯】



69第3回政府間交渉委員会(INC3)
2023年 11/13-11/19 ケニア共和国 ナイロビで開催
約160カ国の国連加盟国、国際機関、NGO等約2000人が参加

【主な議題】

ゼロドラフトに基づき条約の目的及び年限目標、一次プラスチックポリマーの生産
制限、国別行動計画の内容、新基金設置の有無を含む支援資金に関する議論 等

・条約の目的に「2040年までの追加的汚染ゼロ」を盛り込む

・条約に基づく各国の義務についてプラスチック資源循環

メカニズムを構築し、ライフサイクル全体で対応に

取り組む規定が必要

・実施に関する支援は真に必要な国に対して提供

日本：外務省、環境省、経済産業省、水産庁から構成される政府代表団が出席



70INCの展望

【INC3を終えて】
次回までの会期間作業は各国の優先事項や意見の隔たりが大きく、合意できず

INC4
2024年5月

@カナダ・オタワ

INC5
2024年12月
@韓国・釜山

【今後の予定】

UNEA6
2024年2月

進捗レポート提出

生産制限は盛り込むべきか? 途上国支援はどうあるべきか?
(資金支援方法や技術支援等)



71各国の海洋プラスチック排出量の現状

海洋プラスチックの
主要な発生源は
アジア諸国

世界全体のプラスチック問題の解決には途上国との協力が不可欠

図：環境省 https://www.env.go.jp/council/03recycle/y0312-01/y031201-s1.pdf



72日本とASEANの協力事例

環境省 報道発表資料「日ASEAN気候環境戦略プログラム」 （https://www.env.go.jp/content/000156591.pdf）

ASEAN地域におけるプラスチック汚染をなくし、循環経済を促進するために
海洋ごみを含むプラスチック廃棄物の健全な管理、国際的な法的拘束力のある文書の
作成とその実施に貢献

①廃棄物管理を含む国家行動計画の策定と実施支援、
および経験の共有

②プラスチックの実態把握・モニタリング、データの
インベントリの作成、プラスチックの生態系への
影響評価等

③プラスチック汚染に対する意識向上
④知識共有と能力開発の強化
ライフサイクル全体を通じたアプローチ

期待される成果

プラスチック汚染に関する日ASEAN協力アクションアジェンダ（2023年）

日ASEAN友好協力50周年



73日本とベトナムの協力事例

海洋ごみの管理等に関する協力に係る基本合意書
(Letter of Intent on Cooperation in the Field of Marine Litter Management)

【経緯】

2019年 研究者及び政府担当者の人材育成のための
研修開始

2020年 両国間で「海洋ごみモニタリングの
分野における協力に関する基本合意書」締結

2023年 協力をさらに進展させ、「海洋ごみの管理等に
関する協力に係る基本合意書」に合意

海洋ごみ共同パイロットモニタリング調査等

引用：環境省 https://www.env.go.jp/press/press_02071.html



課題抽出 解決策

プラスチック汚染に関する法的拘束力のある文書

すべての国による実効的な取組

INC交渉における途上国の課題解決・協力
（能力構築、技術協力・移転、人材、資金等）

引用：UNEP https://wedocs.unep.org/bitstream/handle/20.500.11822/43239/ZERODRAFT.pdf

〇途上国と協力した海洋プラスチック汚染対策の必要性
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課題抽出 解決策

【提言⑫】途上国の対策のための情報提供・技術協力

経験・ノウハウの少ない途上国

廃棄物処理・海プラ対策の協力が重要

日本ができることは？

海洋プラスチック
モニタリング、
廃棄物管理の

マニュアル・ガイドライン

ベトナム以外の
ASEAN諸国とも協力
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課題抽出 解決策

・プラスチックを取り巻く国際情勢の中で、途上国に
おいても法や制度、資源循環体制の改革が進行

・自治体レベルでの取り組みは未だ開発途上

今後の条約の合意・締結に向け、日本と途上国との
自治体レベルでの一層の知見・ノウハウの提供・
協力が必要

新たな分別収集の導入に
向け、市民と協力して効率
的な収集を模索中

〇途上国の自治体における制度整備が不十分
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課題抽出 解決策

・自治体の取り組み事例（成功事例・失敗事例含む）を集約化、
文献やWEB上で英語での発信
・国際会議やイベントへの自治体の派遣・発信の強化

【提言⑬】自治体の知見・教訓の国際的な発信及び環境省の支援の強化

自治体レベルでの知見の共有の促進
日本の自治体のブランド力向上
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課題抽出 解決策

【在留外国人の現状】
・日本に在留する永住権を持たない外国人数は約164万人
我々が訪問したベトナム出身者は国籍別で第2位
・今後も一層の受け入れ数の拡大が見込まれる

国内の外国人へのアプローチも重要

引用：出入国在留管理庁 001403955.pdf (moj.go.jp)

〇外国人に日本の取組を普及啓発する余地有
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https://www.moj.go.jp/isa/content/001403955.pdf


課題抽出 解決策

仙台市では積極的に日本語学校に講座提供を行って
いるものの、その内容は分別方法の周知に留まる

市民向けには様々な環境教育講座や機会
(たまきさんサロン・FEEL Sendai等)を提供

外国籍の人々に対しても分別方法の周知に
留まらない環境教育プログラムを提供するべき

引用：仙台市、せんだい環境学習講座｜仙台市 (city.sendai.jp)
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https://www.city.sendai.jp/kankyokehatsu/kurashi/manabu/kankyo/demaekouzanetwork.html


課題抽出 解決策

【提言⑭】仙台市在住の外国人への環境教育プログラムの提供

分別方法周知だけでなく、世界のプラ問題の現状や
日本の廃棄物管理、対策の歴史等に関する環境教育プログラムを実施

在留外国人の環境意識の醸成

⇒帰国後の母国への還元
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81提言まとめ

プラスチック資源循環

①ナッジを活用した仙台市の実証事業

②一括回収自治体リストの作成公表

③事業者誘致に向けた広報拡充(宮城県)

④事業者誘致に向けた広報拡充(仙台市)

⑤各主体の情報共有体制構築

⑥分別表示徹底に向けた町内会との連携

⑦給水スポットの広報実施、設置促進

⑧リサイクルプラザの新運用方法導入

国際協力

⑫途上国の対策の為の情報提供・技術協力

⑬自治体の知見・教訓の国際発信・支援

⑭在留外国人への環境教育プログラム実施

海洋プラスチック対策

⑨海プラの観点を含めた散乱ごみ対策

⑩宮城県海岸漂着物処理推進協議会設置

⑪県地域計画の発生抑制事例の充実



ご清聴ありがとうございました！
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